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研究 lでは、静岡県の公立A小学校に通う 162人を対象に、 2年生時 (2002年度)から 6年生時 (2006
年度)までの学校歯科健康診断結果を転記する、第二乳臼歯および、第一大臼歯の鋪蝕経験状況調査を行った。
また A小学校の結果を異なる地域環境に立地する他校児童と比較検討するために、 2∞4年度に、静岡県下









研究 1では、 2年生時の第二乳臼歯鋲蝕経験歯数の多寡は 3"-'6年生各学年時における第一大臼歯菌兵蝕経験
有無と有意に関連しており、字し鵠および永久歯いずれにも鱗蝕，罷患ハイリスクグループが存在する可能性が
示された。
研究2では、間食摂取回数など取りあげた変数で調整しても、2年生時の1日の歯みがき回数Jおよび「クッ
キ一群の摂取頻度Jが3年生時の第一大臼歯鱗蝕経験有無と、 2年生時の「飴群の摂取頻度jが4-6年生各
学年持の第一大臼歯麟蝕有無と有意に関連を示していた。
研究3では、児童のスクロース含有食品摂取頻度で調整しでも、保護者による毎日の歯みがき点検が低学
年児童の第二乳臼歯鱗蝕経験と有意に関連していた。
(考察)
研究 1では、小学校2年生時に第二乳臼歯の麟蝕経験歯数が多い者では、その後の 3-6年生までの各学
年時における第一大臼歯の麟蝕，罷患リスクが高く、小学校2年生時の第二乳臼歯鋲蝕の状況から小学校児童
期間における第一大臼歯の齢蝕発症状況を把握することができる可能性が示された。これにより、小学校2
年生時の生活習'慣がその後の永久歯車員蝕に関連していると考えられた。したがって、児童は、 2年生時の第
二乳臼歯麟蝕経験状況から小学校児童期間における第一大白歯車員蝕発症状況を推澱し、自らの生活習墳を振
り返って、議員蝕予防策を検討することができる。
研究2では、小学校児童期間における第一大臼歯の鋲蝕経験と、 2年生時の 1Bの歯みがき回数およびクッ
キ一群、飴群の摂取頻度が関連しており、 1日の歯みがきは 2回以上とすること、クッキ一群や飴群という
スクロース含有食品の間金における摂取は週に I回以下とすることが、小学校児童期間における第一大臼歯
の齢蝕擢患リスクを低減するセルフケアであることが示された。また、 2年生児童の歯みがき回数が関連し
たのは 3年生時の第一大臼歯議員蝕経験であり 4年生以降の第一大臼歯鋲蝕経験有無との関には有意な関連が
認められなかったことから、 3年生以降の歯みがきは保護者の管理からはずれてプラーク除去精度が低下し
た可能性が推測された。したがって、小学校低学年期におけるプラーク除去精度の高い歯みがき行動の確立
にむけた保護者によるサポートが必要ではないかと考えられた。
研究3では、保護者による毎日の歯みがき点検が低学年児童の第二乳臼歯車再蝕と関連することが明らかと
なった。このことは、低学年児童の鱗蝕予防では、セルフケアとして児童本人が1日に 2間以上歯みがきを
していても、保護者が児童の口腔内を観察して改めて歯みがきを毎日行うことが必要であることを示唆して
いると考えられた。
本研究では研究lにおいて2年生時の第二乳臼態議員数経験の多寡がその後の学年における第一大臼歯揺蝕
と関連することを見いだしており、低学年児童に対して毎日歯みがき点検を実施することおよび児童のクッ
キーなどスクロース含有食品の摂取頻度を週 1回以下とすることは、その後の学年における第一大臼歯の鋲
蝕罷患、リスクを低減する可能性が推測された。
学校保健では児童が健康課題に自立して取り組めるようになることを目標に掲げている。本結果からは、
小学校低学年児童では、自立に向けて保護者が児童と一緒に歯みがきや食生活と言った生活行動を振り返り、
対策を具体的にすることがその後の第一大臼歯舗蝕予防にとって重要と考えられた。
審査の結果の要旨
我が国の健康政策における歯科保健領域の主要課題である 112歳児の 1人平均麟歯数1.0未満jをめざし、
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小学校低学年児童の麟蝕予防に関わる要因を実証検討した研究である。適切な研究デザインにより、麟蝕ハ
イリスク群の存在、離蝕にかかわる児童のセルフケア要因と保護者のサポート要因について新知見を得て、
それらにもとづき小学校低学年期の具体的な鋲蝕予防対策を提示した点で、研究の意義が評価される。
平成 25年 1月8日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求め、
関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。
よって、著者は博士(学術)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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